
 

 

  



 

 

はじめに 

世界スポーツ用品工業連盟（WFSGI）は、世界中のスポーツ活動の促進、フェアプレーの推進、用具とルール
の標準化、そして業界全体の品質基準と安全基準の向上を目的として、1978 年に設立されました。今日、
WFSGIには、ブランド、製造業者、小売業者、国内および地域のスポーツ連盟（総称して「メンバー」）など、世界
のさまざまなメンバーが結集しています。 

WFSGI はその理念として、公正さ、誠実さ、相互尊重、倫理的な行動というスポーツ精神を掲げています。当連
盟は、スポーツは競技場で感動を与えるだけでなく、デザインや調達から生産、販売に至るまでのプロセスを通
じて人々を元気づけるものであるべきだと考えています。 

この行動規範（「本規範」）には、世界のスポーツ用品業界全体において倫理的で公正かつ持続可能な事業慣
行を推進するという、WFSGI メンバーの共通の価値観と責任が織り込まれています。本規範は、国際的に認め
られた人権、労働、および環境の基準に基づいて策定されました。その目的は、人々、地球、そしてスポーツ精
神を保護する責任ある事業慣行の維持に向けて、メンバーおよびそのサプライチェーンパートナーを導くことで
す。 

 

WFSGIメンバーは、グローバルサプライチェーンの構築における自らの役割と影響力を認識しています。この責
任は、ブランド、製造業者、小売業者、雇用主としてのメンバーの事業活動だけでなく、サプライヤーやサービス
プロバイダーの顧客としての意思決定にも及びます。 

本規範において、「雇用主」とは、労働者または労働条件に対して責任を負うメンバーとサプライヤーの両方を
指します。 

WFSGI行動規範の原則は、以下に基づいて定められています。 

▪ 国際労働機関（ILO）の関連条約 
▪ 多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言 
▪ 世界人権宣言  
▪ 国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGPs） 
▪ OECD責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針  
▪ 国際的に認められた労働安全衛生基準  

メンバーは、国連ビジネスと人権に関する指導原則および OECD指針に従って、リスクベースの人権・環境デュ
ーデリジェンスプロセスを業務に組み込んでリスクと影響の評価および優先順位付けを行い、リスクと影響を防
止または軽減するために一体となって行動し、有効性を追跡し、必要に応じて救済措置を伝達・実行することを
求められています。 

本規範のトピックとして、これまでのバージョン（1997 年版、2016 年版）およびメンバーのベンチマーキングと関
与を通じて特定された、スポーツ用品のバリューチェーン全体における共通の顕著なリスクを取り上げました。メ
ンバーは、本規範の原則を損なうことなく、独自のデューデリジェンスを実施して最も顕著なリスクを特定した上
で、適切にこれらの規定を適用する必要があります。メンバーは、必要に応じて、影響を受けるステークホルダ
ーまたはその代表者（労働者、労働組合、地域社会の代表者、信頼できる市民組織など）を関与させ、リスク評
価と緩和措置を実施しなければなりません。 

本規範は、WFSGIメンバーがそれぞれの事業運営およびサプライチェーンにおいて、責任ある事業慣行を推進
できるよう導くための基本的な原則を定めたものです。WFSGI は規制機関ではないため、メンバーやそのサプ
ライヤーの活動に対する監督、指示、監査、管理を行いません。各メンバーは、適用される法令の遵守、ならび
に自社の従業員、下請業者、サプライヤー、ビジネスパートナーの作為および不作為について、単独で責任を
負います。本規範のいかなる内容も、WFSGI が第三者に対して負う法的義務または契約上の義務を生じさせ
るものではなく、また、WFSGIとメンバーとの間にパートナーシップ、契約関係、代理関係、合弁事業、雇用関係
を成立させるものでもありません。 

 



 

 

 
WFSGI は、メンバーが異なる法的、経済的、文化的環境で事業を行っていることを認識しています。これらの違
いは尊重されるべきですが、本規範における期待事項はスポーツ用品の生産に関与するメンバー、そのサプラ
イヤー、および下請業者にも等しく適用されます。 
 
本規範はまた、WFSGI メンバーであるか否かにかかわらず、WFSGI の提携プログラムに参加するすべての組
織（WFSGI 誓約署名者が含まれますが、これに限定されません）に適用されます。これらのプログラムへの参
加は、本規範の完全な受諾を意味します。 
 

I. 法令遵守 

メンバーおよびそのサプライヤーは、雇用、労働における基本的原則と権利、環境保護、安全衛生、倫理的な事
業活動、消費者保護、製品安全を含む（ただしこれらに限定されない）、事業運営に適用される現地および国内
外の法律、基準、規則、規制を完全に遵守して事業を行うことを求められています。適用される国内外の法律ま
たは基準と本規範との間に相違や矛盾が生じた場合、メンバーおよびそのサプライヤーは、UNGPs および
OECD指針に準拠した、より高い基準を適用することを求められます。 

メンバーおよびそのサプライヤーは、実行可能な範囲で、生産プロセスに関与する下請業者について適切な可
視性を維持し、本規範に定めるものと同等の遵守基準を満たすよう下請業者に要求するものとします。 

1. ビジネスにおける誠実さ：汚職防止、贈収賄防止、および倫理  

メンバーおよびそのサプライヤーは、誠実さ、透明性、公正さを持って事業を行うものとします。あらゆる形態の
汚職、贈収賄、恐喝、横領は固く禁じられています。これには、意思決定に影響を与えたり、不適切な利益を得
たりすることを意図した価値あるものの授受、会社のリソースおよび機密情報の不正利用、マネーロンダリング、
利益相反、反競争的慣行が含まれますが、これらに限定されません。企業は、非倫理的な行動を防止、検知し、
これに対応するための明確な方針と手順を整備しなければなりません。 

 

2. データ保護および情報セキュリティ  

メンバーおよびそのサプライヤーは、個人データと機密情報を保護するために適切な措置を講じるものとします。
これには、適用されるデータ保護法およびサイバーセキュリティ法の遵守、ならびに機微情報の安全な取り扱い、
保管、送信の確保が含まれます。 

 

 

II. 労働条件 

雇用主は、UNGPsおよび OECD指針に従い、顕著なリスクと脆弱なグループに注意を払いつつ、リスクベース
の人権・環境デューデリジェンスを実施するものとします。かかるデューデリジェンスには、リスク評価、対策の統
合、追跡、伝達、および該当する場合は救済措置へのアクセス提供が含まれます。現地の業界基準が現地の
法的要件よりも厳しい場合は、前者を優先するものとします。法的要件が国際的に認められた基準に満たない
国では、メンバーには以下の基準を適用することを推奨します。 

3. マネジメントシステム 

雇用主は、本規範に定める原則の遵守を確保するため、適切なマネジメントシステムを確立し、維持するも
のとします。これらのシステムには以下の要素が含まれますが、これらに限定されません。 

▪ 明確な方針と手順 
▪ 関係要員を対象とした定期的な研修 
▪ 文書化と記録保持 

内部報告および是正措置のためのメカニズムを含む、説明責任と継続的改善を確保するシステムの維持。 

メンバーおよびそのサプライヤーは、自社の購買・生産計画の実践が、賃金、労働時間、雇用の安定などの労
働条件に与える影響を考慮する必要があります。これらのシステムは、継続的な人権/環境デューデリジェンス
をサポートするものでなければなりません。 



 

 

 

4. 児童労働 

ILOが認める例外に該当する場合を除き、15歳未満または義務教育を修了する年齢に満たない者を、直接
またはビジネスパートナーを通じて雇用してはなりません。国際基準の下で法的に認められるいかなる例外
も、義務教育を妨げたり、子供を危険にさらしたりするものであってはなりません。雇用主は、採用プロセス
の一環として、いかなる形においても労働者の品位を傷つけたり、労働者を軽んじたりすることのない、堅牢
で過度に干渉しない年齢確認の仕組みを確立し、維持するものとします。 

未成年者の雇用が発覚した場合の是正措置は、子供の最善の利益を優先し、認められたグッドプラクティス
（例：教育の継続、家族への適切な所得支援）に沿ったものでなければならず、いかなる移行期間であろうと
18歳未満の労働者を保護するための特別な配慮が必要です。 

5. 若年従業員の保護 

18歳未満の従業員に対するすべての法的保護を遵守するものとし、ILOの定義による危険な作業や状況、
夜間作業、または健康、安全、道徳を危険にさらす可能性がある業務に、18 歳未満の者を従事させてはな
りません。雇用主とそのビジネスパートナーは、18 歳未満の従業員について、雇用により不安定さや社会
的・経済的脆弱性が生じないよう徹底するものとします。若年労働者には、国内外の基準のうち最も手厚い
保護を与えるものを適用し、若年労働者が理解できる言語で文書化され、相互に合意した雇用契約を提供
しなければなりません。 
 
法律および国際的なガイドラインに従い、若年労働者の労働時間には特別な注意と配慮を払う必要があり
ます。また、18 歳未満の者を解雇・解職する場合に備え、特別な配慮をもって、かかる若年従業員を確実に
保護する措置を能動的に講じます。 

6. 強制労働、債務労働、および人身取引 

雇用主およびそのサプライヤーは、あらゆる形態の強制労働、債務労働、年季契約労働、囚人労働に加え、
その他あらゆる形態の強迫や人身売買に関与してはなりません。 

従業員は、自由意志によって雇用されていなければならず、適用される法令に従い、合理的な通知をもって
自由に退職する権利を有します。 

雇用主およびそのサプライヤーは、以下を徹底し、責任ある採用の原則を実施するものとします。 

▪ 従業員から採用手数料または雇用維持手数料を徴収しないこと。すべての採用手数料および関連
費用は必ず、労働者ではなく雇用主が負担すること。 

▪ 労働者自身がパスポートや身分証明書などの個人書類を所持し、管理すること。 
▪ 労働者が支払った採用手数料または雇用維持手数料を、速やかに労働者に払い戻すこと。 
▪ 労働者は、勤務時間中および勤務時間外の両方において、安全性、セキュリティ、または住居に関
する合理的かつ相応で合法的な制限のみに従い、強迫や罰則なく移動できる完全な自由を有しま
す。 

▪ 雇用条件は、労働者が母国または出身地域を出発する前に、労働者が理解できる言語で明確に伝
えます。 

▪ いかなる雇用においても、欺瞞、賃金の不払い、脅迫、威嚇、または法的手続や出入国管理手続の
悪用があってはなりません。 

7. 差別禁止  

すべての従業員は、尊厳、公正さ、敬意を持って扱われるものとします。いかなる雇用慣行（採用、報酬、研
修へのアクセス、昇進、懲戒、解雇、退職を含む）においても、人種、肌の色、民族、社会集団、国籍、カー
スト、ジェンダー、性自認または性表現、年齢、宗教または信条、障がい、性的指向、支持政党または政治
的見解、婚姻・親権状況、介護責任、妊娠、健康状態（HIV 感染を含む）、神経多様性、その他適用法で保
護される特性などに基づく（ただしこれらに限定されない）差別は禁じられています。 

外国人労働者または国内移住労働者は、同様の役割・条件で働く現地の労働者と同等の待遇および保護
を受けるものとします。 



 

 

8. 懲戒処分 

雇用主は、経営陣または他の労働者による、あらゆる形態の体罰、身体的または精神的な強迫、言葉によ
る虐待、暴力、侮辱、その他の非人道的扱いまたは品位を傷つける扱いを禁止するものとします。 

 

すべての懲戒処分は、公正、合法かつ非差別的でなければならず、労働者が理解できる言語で明確に定義
および伝達され、一貫性を持って適用され、適切に文書化されなければなりません。従業員は、利用しやす
く透明性があり、機密性が保たれた苦情処理メカニズムを通じて回答または異議申し立てを行う権利を有し、
苦情申し立てに対する報復を受けるおそれなく申し立てを実行できなければなりません。 

雇用主は、すべての労働者の権利と尊厳を保護するための説明責任、適正手続き、継続的な改善を確保す
るシステムを維持しなければなりません。 

 

9. 結社の自由および団体交渉 

雇用主は、すべての労働者が有する、罰則、報復、干渉を受けることなく自ら選択する組織や団体に自由に
加入する権利または加入しない権利、および団体交渉を行う権利を尊重するものとします。団体交渉を行う
労働者の権利は、認められ尊重されるべきものです。これらの権利が法律によって制限されている場合、国
際基準の下で独立した代表制の労働者組織および対話を確立しようとする従業員の試みを、雇用主が妨害
したり、干渉したりすることは禁じられています。 

雇用主は、すべての労働者の有意義で包括的な代表制を奨励し、ジェンダー、役割、雇用形態を問わず、
選出された代表者と対話するものとします。労働組合またはその他の正当な労働者代表が労働者を代表し
ている場合、雇用主は、適用される法律および協定に従い、職務を遂行するために代表が必要とする職場
への合理的なアクセスを許可するものとします。 

10. 賃金および福利厚生 

従業員は、定期的かつ適時に、法定通貨で報酬を受け取るものとします。すべての部分的な支払いや手当、
または「現物」による支払いや手当は、ILOの規定に沿っている場合にのみ行われます。同一価値労働に対
する男女従業員の同一賃金を確保しなければなりません。法律で義務付けられているか、労働協約の一部
として契約上合意されている場合を除き、いかなる控除も許可されません。すべての従業員に対し、給与に
悪影響を与えることなく、その地位と勤続年数に応じて法定かつ必須の社会保障給付が支給されます。時
間外手当は、国内法に定める割増率に基づいて支給されるものとします。 

メンバーは、国際的なベストプラクティスに従って、段階的な賃金改善を目指す必要があります。雇用主は、
少なくとも最低賃金または業界平均賃金のいずれか高い方を支払い、賃金および福利厚生に関するすべて
の法的要件を遵守するものとします。賃金が労働者の基本的ニーズを満たしていない場合、雇用主は、認
められたベンチマークに従って生活賃金の段階的な実現に取り組む必要があります。 

 

11. 労働時間 

従業員に対し、週 48時間の所定労働時間または現地の法的要件のいずれか厳しい方を超過した勤務を義
務付けてはなりません。時間外労働は自主的でなければならず、割増賃金が支払われるものとし、日常的
に要求してはなりません。例外的状況または特別な状況にある場合を除き、1週間の所定労働時間と時間
外労働時間の合計が 60時間を超えてはなりません。従業員は、勤務時間中に適切な休憩時間を取り、7
日ごとに少なくとも連続 24時間の休息を得る権利を有するものとします。従業員の健全なワークライフバラ
ンスを促進するため、ILOが定めた国際的な枠組みの下で国内の法的要件、業界基準、または労働協約を
遵守します。 

12. 正規雇用および労働者の関与 

従業員は、国内の労働法および社会保障法、国際労働基準、または業界のベストプラクティスに従って確立

された、相互に合意し文書化された雇用関係、または法的に認められた契約の下で雇用されなければなり

ません。 



 

 

雇用主は、採用および雇用関係により、不安定さや経済的・社会的脆弱性が生じないよう徹底するものとし

ます。内定通知書または雇用契約書については、従業員が理解できる言語で作成したものを勤務開始前に

提供しなければなりません。この文書には、以下を記載するものとします。 

▪ 権利および責任 
▪ 労働時間 
▪ 賃金および支払条件 
▪ 法定福利厚生および保護を受ける権利 

雇用主は、法的義務の回避や労働者の権利を損なうことを目的として有期契約、下請け、または見習い制

度を利用することを禁じられています。すべての雇用形態は、真の業務目的に適うものでなければならず、

法的義務を回避するために利用されてはなりません。従業員、特に社会的弱者（移民労働者、女性、若年

労働者など）に属する従業員に対しては、その権利と責任に関する研修を実施しなければならず、採用担当

者、ブローカー、仲介業者はこの研修を支援し、強化する必要があります。 

13. 安全衛生 

雇用主は、物理的、化学的、生物学的な危険とリスクの特定、評価、軽減を通じて、国内の適用されるすべ
ての労働安全衛生（OHS）法に準拠した安全で衛生的な労働環境を提供しなければなりません。国際的な
OHS 基準が国内法を上回る場合、雇用主は、より高い水準として認められている国際基準に従うことを求
められます。OHS 慣行は、業務に起因または関連する、業務中に発生する、もしくは雇用主の事業運営お
よび施設を原因とする事故、負傷、疾病を防止するために策定しなければなりません。法的に義務付けられ
るすべての許可、免許、保険、および安全に関する文書を取得・整備し、定期的に更新する必要があります。 

雇用主は、以下について責任を負います。 

▪ リスク評価および予防：雇用主は、予見可能な緊急事態を含め、安全衛生上のリスクを特定、評価、
予防、軽減するための事前対応型システムを確立するものとします。 

▪ 脆弱な労働者の保護：妊娠中・授乳中の母親、若年労働者（18 歳未満）、および障がいのある人を
対象とした特別な規定を定める必要があります。これには、個々のニーズに合わせた業務の割り当
て、労働条件の調整、およびニーズに適した個人用保護具（PPE）の支給が含まれます。 

▪ 労働安全衛生研修：従業員は、雇用期間を通じて定期的な OHS 研修を受ける必要があり、高リス
クの職務およびかかる職務に新たに配属された労働者には追加の研修を提供しなければなりませ
ん。 

▪ 防火および緊急時対応：雇用主は、危険を最小限に抑え、火災、化学物質への暴露、その他の緊
急事態への事前準備を徹底するため、効果的な措置を講じる必要があります。 

▪ 個人用保護具（PPE）：リスクレベルに応じて、国際的な安全基準を満たした PPE を無償で提供しな
ければなりません。 

▪ 衛生習慣および公衆衛生設備：雇用主は、以下が利用可能であるよう徹底しなければなりません。 
▪ 無償で提供される安全で清潔な飲料水 
▪ 適切な休憩エリア、食堂、および食品保管設備（該当する場合） 
▪ すべてのジェンダーの人が利用できる、洗面台、水道水、石鹸、タオルを備えた安全でプラ
イバシーが守られるトイレ 

▪ 労働者の参画：雇用主は、労働者とその代表者の意見を求め、OSH マネジメントシステムの全側面
への労働者の積極的な参加を奨励するため、労働安全衛生委員会またはその他の適切な労働者
参画の仕組みを確立しなければなりません。この委員会は定期的に会合を行い、職場の安全の監
視、レビュー、改善において積極的な役割を担う必要があります。 

▪ 医療支援および補償：雇用主は、労働者に産業医療へのアクセスを提供し、業務に起因する負傷や
疾病を補償する適切な保険に加入させなければなりません。 
 

すべての従業員は、危険な作業を拒否する権利を有します。従業員は、危険な状況や制御不能な危険があ

る場合、可能な範囲で雇用主または監督者にその危険および差し迫った危険を通知する義務を果たした上



 

 

で、許可なく施設から退去したり、作業を中止したりする権利を有します。雇用主が従業員に居住施設を提

供している場合、すべての基準はかかる居住施設にも適用されるものとします。 

14. ハラスメントまたは虐待 

すべての従業員は、敬意と尊厳を持って扱われる権利を有し、ハラスメント、虐待、およびあらゆる形態の非
人道的扱いまたは品位を傷つける扱いのない環境で働く権利を有します。雇用主は、監督者、同僚、警備員、
第三者のいずれが行ったかを問わず、あらゆる形態の身体的、性的、心理的、および言葉によるハラスメン
トまたは虐待を禁止するものとします。これには、相手を不快にさせる行動、脅迫、威嚇、いじめ、およびあら
ゆる形態の搾取が含まれます。違反が発生した場合は、迅速、公正かつ効果的な措置を講じる必要があり
ます。懲戒処分は、適切で一貫性があり、かつ国内の法的枠組みに沿ったものでなければなりません。 

15. 苦情処理メカニズムおよび内部告発者の保護 

雇用主は、従業員および利害関係者が本規範に関する懸念や違反を報告できるよう、国際的なガイドライン

に準拠し、安全で機密性が高く利用しやすい、事業所レベルの効果的な苦情処理メカニズムを確立するか、

またはそのようなメカニズムに参加しなければなりません。内部告発者は、解雇、降格、ハラスメント、その

他の不利益な影響を含む、あらゆる形態の報復から保護されるものとします。申し立ては重要事項として扱

われ、迅速、公正かつ透明性を持って調査を受け、必要に応じて適切な是正措置を講じなければなりません。 

 

 

III. 環境 

メンバーおよびそのサプライヤーは、適用されるすべての環境関連法令を遵守しなければなりません。メンバー
およびサプライヤーは、法令遵守だけでなく、環境への影響を緩和し、責任ある事業慣行を実施するための測
定可能な措置を講じることが奨励されます。これには以下が含まれます。 

▪ 実行可能な場合、重大な環境リスクおよび影響を特定、評価、防止、緩和する環境管理システムを
導入する。 

▪ 事業活動への統合：事業上の意思決定、方針、および事業計画に環境への配慮を組み込む。 
▪ 資源の利用：エネルギー、水、原材料などの資源を責任を持って使用し、消費量の削減と効率の向
上を目指す。 

▪ 汚染と廃棄物の削減：適用される環境安全基準に従い、運用管理体制の強化、廃棄物削減への取
り組み、および生産プロセスの改善を通じて、汚染、排出物、廃棄物、有害物質の発生（固体、液体、
気体の排出物を含む）を最小限に抑える。 

▪ 透明性：環境パフォーマンスと改善を追跡および文書化し、要請に応じて開示することが推奨される。 

メンバーおよびサプライヤーはまた、以下のような、明確で測定可能な管理アプローチまたは目標を設定し、追
求することが奨励されます。 

▪ 再生可能エネルギー：実現可能な場合は、再生可能エネルギーに切り替え、導入拡大に向けたマイ
ルストーンを設定する。 

▪ カーボンフットプリントの削減（GHG 排出量）：測定可能な目標を設定し、排出量を測定、報告、削減
するための積極的な措置を講じる。 

▪ 節水と責任ある排水管理：節水を推進し、責任ある排水管理を徹底する慣行を採用する。 
▪ ゼロ・ウェイスト目標：ごみを出さない、リユース、リサイクルの慣行を通じて、埋め立て廃棄物ゼロを
目指す。 

▪ 循環性指標：材料回収率、製品の再利用、クローズドループの取り組みなど、循環性の進捗度を追
跡する。 

 



 

 

メンバーおよびサプライヤーは、業界全体での環境問題解決への取り組みに積極的に参加することにより、リー
ダーシップを発揮することが奨励されます。 
 

IV. コミュニティへの関与 

メンバーおよびそのサプライヤーは、自社の業務の経済的・社会的な影響を認識し、影響を受けるコミュニティと

の意味ある関与を深める必要があります。事業活動が土地、水、資源の利用に影響を与える場合、先住民族お

よび地域社会の権利に特に配慮し、国際基準に準拠したデューデリジェンスおよびエンゲージメントプロセスを

通じて潜在的な悪影響を特定し、対処しなくてはなりません。 

 

V. 会社固有の基準 

メンバーは、上記の基準に基づき、（未策定の場合は）独自の倫理行動規範を策定することが奨励されます。 

 

VI. 検証およびコンプライアンス 

これらの原則は、メンバーおよびサプライヤーが責任ある事業運営を徹底するためのガイダンスを提供すること
を目的としています。メンバーは、適用法を遵守し、自社の事業運営とサプライチェーンをこれらの原則に準拠さ
せるための合理的な措置を講じるよう求められています。WFSGI は、メンバーによる本規範の遵守状況に対す
る監査、認証、独自検証、強制執行を行わず、メンバーの行動を監視または調査する義務も負いません。本規
範の実施状況についてメンバーが提供する情報はすべて自己申告ベースであり、WFSGIは検証を行わずにか
かる情報を信頼して取り扱うことができます。WFSGI は、関連する法定の指針や規制機関を示して説明するよ
うメンバーに求める場合があります。WFSGI は随時、学習、ベンチマーキング、意見交換を目的として、メンバ
ーに対し実施状況の概要を求める場合があります。このようなエンゲージメントは、メンバーの慣行に対する
WFSGIの監督、承認、支持とはなりません。 

 

 

 

 

_________, ______________________  

日付、署名 

 

 


